
普通会計の決算（平成27年度地方財政状況調査により算定）

 住環境の整備　 　  健康・福祉・子育て推進
　ごみ処理事業 ２億6,582万円 　健幸のまちづくり推進事業 1,741万円
　住宅リフォーム助成事業 1,456万円 　乳幼児等医療費助成事業 9,606万円
 住みやすいまちなみ整備 　  教育環境の充実
　道路新設改良事業 ７億1,426万円 　学校施設耐震化・大規模改修事業 ４億4,233万円
　十町・湊土地区画整理事業　 ４億6,334万円 　開聞総合体育館整備事業 4,149万円
 市民の安全・安心  　  地域活性化と産業振興
　防災行政無線整備事業（山川地域） ２億1,699万円 　共生・協働推進事業 2,053万円
　交通安全施設整備事業  1,234万円 　建築物耐震化促進事業 7,959万円
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平成27年度
決算状況のお知らせ
　平成27年度の一般会計、各特別会計および企業会計の決算がまとまり、地方自治法第233条第２項の規定に基づ
いて市監査委員の審査を受け、その意見を付けて９月定例議会で議会に諮りました。
　その後、議会決算特別委員会で審査され、その結果を踏まえて、12月定例議会での審議の結果、各特別会計およ
び企業会計については「認定」、一般会計は地熱開発関連事業費などに関し、適正な決算と認められない旨の反対討
論がなされ、採決により「不認定」となりました。
　市として「不認定」となったことを重く受け止め、今後適切な予算執行に努めてまいります。
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　市には、一般会計と６つの特別会計があります。保険料や使用料など特定の収入があり、それらの収入は使い道が決まっ
ています。それぞれの収支を明らかにするため、一般会計と区別しています。
　国民健康保険特別会計については、平成22年度から平成24年度まで３年続けての赤字決算となり、平成25年度は黒字に
転じましたが、平成26年度からは赤字決算が続いています。その他の特別会計は黒字決算となっています。

　市には、公営企業会計として水道事業があります。決算は次のとおりで、１年間の事業活動で得られる収益と費用を損
益計算の形で表したものです。会社の経営成績にあたります。

一般会計および特別会計の決算

公営企業会計の決算

会　　　　計　　　　名 収益的収入（A） 収益的支出（B） 差　引（A−B）
水道事業会計 

（上水道事業を管理運営するための会計） ７億4,907万円 ６億3,464万円 １億1,443万円

業　　務　　の　　状　　況
給 水 人 口 42,195人 市が飲料水を供給している人の数
総 配 水 量 7,186,912㎥ 飲料水として浄水場から送り出された総水量
有 収 水 量 6,205,830㎥ 総配水量のうち、水道料金収入が得られる水量
有 収 率 86.35% 水道の総配水量のうち有収水量の割合。高いほど良好な指標
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会　　　計　　　名 歳　入（A） 歳　出（B） 差　引（A−B）
一般会計 238億5,734万円 225億1,515万円 13億4,219万円
国民健康保険特別会計

（国民健康保険事業を運営するための会計） 85億5,738万円 87億9,670万円 △２億3,932万円

後期高齢者医療特別会計
（75 歳以上の人などの医療保険制度のための会計） ６億1,320万円 ６億  790万円 530万円

介護保険特別会計
（介護保険事業を運営するための会計） 45億6,770万円 44億2,837万円 １億3,933万円

温泉配給事業特別会計
（温泉配給事業を管理運営するための会計） 3,917万円 3,910万円 7万円

唐船峡そうめん流し事業特別会計
（唐船峡そうめん流し事業を管理運営するための会計） ２億2,976万円 ２億2,478万円 498万円

公共下水道事業特別会計
（公共下水道事業を管理運営するための会計） 19億8,285万円 19億6,948万円 1,337万円
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